
6 款 1 項 6 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

1,540 1,540 1,540 1,540 1,540 7,700

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

そば乾燥作業委託量 俵 69 67.8 0 67.8
そば収穫作業委託面積 a 517 517 0 484

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 3,341 2,950 1,697 2,777

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,193 1,206 643 1,206
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.15 0.15 0.08 0.15
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,206
合計 0 2,950 1,697 2,777

事業費
直接事業費 2,148 1,744 1,054 1,571
人件費 1,193 1,206 643

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

そばの生産性向上と就労環境の改善を図るため、機械施設の共同利用営農体系を確立し、地域農業の振興
に寄与する。併せて新たな特産品の開発及び育成強化を図り、地域振興に寄与する。

事業の内容

指定管理者の管理の下、そば乾燥施設及び淡水魚養殖施設を常に良好な状態で管理し、その設置目的に応
じ効率的な施設運用をしている。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 市民全般

根拠法令等
伊予市なかやまそば乾燥調整施設条例・伊予市なかやま淡水魚養殖施設条例

予算科目

総合計画での位置付け
産業の振興〜もりもり元気なしごとづくり〜
農業の振興

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 農林水産課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業
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記入者情報 所属長： 亀岡 泰三 担当責任者： 福積 和富

事務事業名 中山農林施設管理運営事業



5二次評価
（所属部長）

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題

評価段階で低評価となっていることから、行政評価委員会に諮る。

課題認識

淡水魚養殖施設について、事業化が難しい状況であり、また平成29年5月を以って財産管理上の耐用年
数は終了することから事業廃止を視野に入れた検討が必要である。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

そば乾燥調整施設について、生産者の高齢化と共に栽培面積が縮小しているため、後継者の養成が必
要と考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　淡水魚養殖施設について、
収益性が低いことから、廃止を含む方針を検討する必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

C

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 3

C市民ニーズへの対応 2
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Dコスト効率 2
受益者負担の適正 2

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 600a 600a 300a 300a
実　　績 517a 484a 0 0

成果指標

成果指標
そば乾燥調整施設を利用した刈取り作業面積

指標設定の
考え方

施設活用の効果の判断基準となる作業面積を上まわること。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標29年度



4
経営者会議の最終判断

事業の方向性
事業の縮小を検討する。

意見、課題

ペヘレイを廃止した後についても地元へ払い下げか市が撤去して山林所有者に返すのか検討しておくこ
と。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・そばだけでなく、ほかの商品も乾燥できるようにするとよい。

・市がそばに対してどうしたいのか分からない。クラフトの里に出荷する生産者のためにここまでお金をか
けるのか。

・事業の対象は市民全般ではなく、そばの生産者や魚の養殖管理をする人だろう。

・特産品の開発、育成強化という事業の目的からずれている。目的を見直さない限り、事業を続けるべき
ではない。

・そばの生産が小規模すぎる。四国の名産にしたいというなら分かるが、なぜこの事業をやっているのか
疑問である。

・10人の生産者のために市の税金を使うのが妥当かどうか。クラフトの里のウリと言うなら、この生産だけ
でなく、販売も含めた効果があるという考え方が大事になる。中山の自然の豊かさをウリにするなら事業
の再構築が必要である。

・ペヘレイの廃止の方向性は致し方ない。その方向で良いと思う。

・なぜそばなのか。目標が６反とか実績が４反とか5反とか勝負にならない。この事業にかけるお金とエネ
ルギーをもう少し中山栗に注いだ方が得策である。施設有りきという発想ではなく、何でできたのか根本
的に考え直す必要がある。


